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（１）農林水産業の持続的な成長 

【潜在力のフル発揮で地域の経済・社会を支える

農業・農村づくり】 

■国際農業交渉の理解促進 

・生産者が安心して経営を継続できるようにする
ため、関係団体と連携しながら地域における国
際農業交渉の影響や課題などの情報収集に努め、
いかなる国際農業交渉にあっても重要品目に対
する必要な国境措置を確保し、国内農業・農村
の振興などを損なわないよう国に働きかけると
ともに、交渉等に関する啓発活動を通じて、道
民・国民の理解を促進していきます。 

■農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）の導入 

・農業生産段階における有効なリスク管理手法で

ある農業生産工程管理（ＧＡＰ）について、道

内の主要な産地への導入及びＧＡＰ指導者の育

成や農業者等のＧＡＰ認証取得費用の支援を行

います。 

 
■愛食運動の実施 

・北海道米の道内食率の向上を目指す「米チェン」

のほか、輸入小麦から道産小麦への利用転換を

促進する「麦チェン」を推進するため、超強力

小麦の優良品種「ゆめちから」の安定生産や、

生産から流通・加工、消費の関係者が一体とな

って道産小麦の付加価値向上と地産地消に取り

組みます。 
 
 
 

 

■需給動向に見合った計画的な生産 

・需給動向に見合った農産物の計画的な生産を推

進するため、優良品種の円滑な普及や安定的な

種子の生産・供給を行うとともに、地域の営農

条件に即した輪作体系の確立に取り組みます。 
・安全で高品質な食料を安定的に生産・供給する

ため、「北海道立総合研究機構」と連携し、食味

や耐病性、加工適性など生産者や実需者のニー

ズに対応した優れた品種や安定生産技術の開発、

ＩＣＴ等を活用したスマート農業技術の開発な

どを推進し、普及組織を通じて地域への速やか

な普及を図ります。また、新たに発生した病害

虫や重大な損害を与えるおそれのある病害虫に

ついて迅速な対応を図ります。 
  
〈参考〉本道の農業産出額と全国シェア 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〔資料：農林水産省「生産農業所得統計」〕 

 

〈参考〉農業産出額の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〔資料：農林水産省「生産農業所得統計」〕 
 

 

 

 

 

 

２ 経済・産業 ～未来へ向かって確かな経済成長をリードする希望の輝き・北海道 

※ＷＴＯ農業交渉 

平成 13 年 11 月のＷＴＯ（世界貿易機関）第２回閣僚会議

で、ドーハ・ラウンド立ち上げ。農業交渉は、①関税削減

などを目指す「市場アクセス」、②貿易を歪める国内補助金

などの削減を目指す「国内支持」、③貿易を歪める輸出補助

金などの撤廃を目指す「輸出競争」の３分野がテーマ。平

成 30年２月までに 21回の交渉会合を開催。 
 
※ＥＰＡ（経済連携協定）・ＦＴＡ（自由貿易協定） 

平成 30 年３月末現在、我が国は、アジアを中心に 20 の国

や地域と協定を締結・発効（署名を含む）日ＥＵ・ＥＰＡ

交渉は平成 29 年７月に大枠合意、12 月に交渉妥結したほ

か、コロンビア、トルコ、韓国との各ＥＰＡ、さらに日中

韓ＦＴＡやＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）など

について交渉中。 
 
※ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定 

アジア太平洋地域における高い水準の自由化を目標とし、

物品の関税の撤廃・削減だけでなく、非関税分野（投資、

競争、知的財産、政府調達等）のルール作りや新しい分野

（環境、労働等）を含む包括的協定。 

平成 28 年２月、参加 12 か国による大筋合意に至ったもの

の、平成 29年１月に米国が離脱。その後、同年５月、米国

を除く 11か国が出席したＴＰＰ閣僚会合において、ＴＰＰ

の意義を再確認し、早期発効を追求する閣僚声明が発出。

同年 11月に新しい協定（ＣＰＴＰＰ：包括的及び先進的な

環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ11））が大筋合意に

至り、平成 30年３月に署名式が開催された。 
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■競争力のある農畜産物の生産体制づくり〈農産関係〉  

・農業の国際競争力の強化を図るため、地域の営

農戦略として定めた産地パワーアップ計画に基

づき、産地の高収益化に向けた取組を支援しま

す。 

・水田農業の発展を図るため、良食味米の安定生

産や北海道米の需要拡大を進めるほか、直播栽

培に適した品種の開発など、低コストで省力的

な生産技術の開発・普及を推進します。 

・年間を通じて野菜の計画的かつ安定的な供給に

資するため、生産性の高い高度な施設園芸の全

道展開を目指し、国費事業で整備した次世代施

設園芸北海道拠点で得られた知見等を活用して、

生産者等に対する普及啓発活動などの取組を総

合的に推進します。 

・北海道野菜のブランド力を更に強化し、多様な

消費者・実需者ニーズに対応するため、加工・

業務用野菜に係る生産・流通等の体系構築や新

規野菜の導入検討、野菜の衛生管理対策に取り

組みます。 

・果樹産地の活性化を図るため、道産果実の高品

質安定生産やブランド力の強化、高付加価値化、

需要拡大などの取組を推進します。 

・ワイン製造に必要な醸造用ぶどうの生産拡大や

品質向上を図るため、関係機関と連携しながら、

苗木確保や栽培技術の向上などの取組を推進し

ます。 

 
■競争力のある農畜産物の生産体制づくり〈酪農、畜産、自給飼料関係〉  

・地域全体で収益性の向上と競争力の強化を図る

ため、畜産クラスター計画に基づく地域の中心

的な経営体等が行う施設の整備等を支援します。 

・国産飼料の一層の生産と利用の着実な拡大によ

り飼料自給率の向上を図るため、植生が悪化し

ている草地の植生改善対策等に取り組みます。 

・本道酪農の発展のため、ニュージーランドと連

携した北海道型放牧酪農モデルの普及に取り組

みます。 
・国際情勢の変化に対抗しうる酪農畜産を構築す

るため、生乳の生産性向上に向けた様々な活動

や、工房チーズの品質向上に取り組みます。 
・和牛生産基盤の維持・拡大と本道の特色を活か

した和牛生産を推進するため、新たな選抜方法

を活用し、北海道産優良種雄牛由来の繁殖雌牛

の産子から、能力の高い繁殖雌牛群の造成に取

り組みます。 
・北海道産牛肉の生産を拡大するため、消費流通

対策の実施により、安定した販売価格と供給先

を確保し、農家所得の維持・拡大を図るととも

に豚肉の販売力強化に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 

■環境保全型農業の推進 

・土づくりを基本に化学肥料や化学合成農薬の    

使使用を削減するなど、環境との調和に配慮 

使した環境保全型農業の取組拡大を図るため、 

使地域や関係団体と連携したクリーン農業技術  

 や有機農業の安定生産に向けた技術の向上、 

ＹＥＳ！ｃｌｅａｎ農産物及び有機農産物の流

通・販売の拡大を推進します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・環境への負荷の低減や、安全・安心を求める消

費者ニーズに応えるため、化学肥料や化学合成

農薬の５割以上の削減を目指す高度なクリーン

農業技術や、それらを基本的に使用しない有機

農業の安定生産に向けた技術の開発を進めます。 

・農業生産活動を通じた環境保全への取組を促進

するため、家畜排せつ物の適正な管理・利用を

推進するとともに、農業用廃プラスチックの適

正処理や減量化、硝酸性窒素等による環境負荷

の低減に向けた取組を推進します。 

 

■再生可能エネルギーの開発・導入の促進 

・地域農業の振興と環境保全の取組を促進するた

め、農村地域に存在する豊富なバイオマス資源

や太陽光、水力、風力等の再生可能エネルギー

の生産・利用の拡大を推進します。 

 

■６次産業化の推進 

・農山漁村における所得の向上や雇用の確保など
地域経済の活性化を推進するため、地域自らが
創意と工夫を凝らして、人や自然、風土、歴史、
生産物などの地域の特色ある資源を生かし、商
品開発や販売、新事業の創出に取り組む農業の
６次産業化を促進します。 

・漢方製剤や生薬の原料として、薬用作物の需要

が拡大する中、本道が北方系の薬用作物の栽培

適地であることや、大規模栽培による生産コス

トの低減が見込まれることなどから、道内産地

での取組情報の共有や技術情報の集約を行い、

新たな産地化に向けた取組を支援します。 

 

 

 

 

※北のクリーン農産物表示制度 

堆肥など有機物の施用などによる健全な土づくりを基本

に、化学肥料や化学合成農薬を削減する「クリーン農業技

術」を用い、作物ごとに定められた一定の基準をクリアし

た道産農産物に「YES!clean」マークを表示するもの。 
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■新規就農者の育成・確保 

・新規就農者の育成・確保を図るため、北海道農

業公社と連携した就農関係情報の発信や就農相

談会等の開催、高校生や大学生等の若者の就農

意欲喚起に向けた、幅広い取組を推進します。 

・新規就農者の初期投資の負担軽減や就農後の経

営の安定化を図るため、制度資金の融通や農業

次世代人材投資資金の交付を行います。 

・優れた人材を育成するため、農業大学校におけ

る研修教育や農業改良普及センターによる技

術・経営指導などを行います。 

・酪農の持続的発展を図るため、酪農ヘルパーの

酪農経営全般の技術習得を促進し、地域の高齢

農家等の経営全般を支援する「酪農経営ヘルパ

ー」を育成する取組を支援します。 
 
■担い手の経営体質の強化 

・地域のリーダーとしての経営感覚を備えた農業

者を育成するため、経営力や技術力を向上させ

るための研修教育等を行います。 

・農業経営の体質強化を図るため、生産の合理化、

経営発展に必要な農業用施設・機械の整備や農

業関係制度資金の融通を支援します。 

・農業経営の安定化を図るため、経営所得安定対

策を推進します。 

・地域農業を支える農業法人等の育成を図るため、

農業経営の法人化や６次産業化の展開、企業と

地域農業との連携などの取組を支援します。 

・家族経営体における労働負担軽減や設備投資の

抑制を図るため、農作業受託組織の育成・確保

を推進します。 

・農業の労働力を安定的に確保するため、潜在労

働力の活用や農村地域の働き方改革を推進しま

す。 

・農業経営における障がい者雇用の推進を図るた

め、農業者と福祉事業者との意見交換や就農促

進を図る取組を推進します。 

・女性の経営・社会参画を推進するため、若手女

性農業者のネットワーク強化やグループ活動の

活性化、男性側の理解促進など、女性が活躍で

きる環境づくりに取り組みます。 

 
■生産基盤等の整備 

・「北海道農業農村整備推進方針」を踏まえて、道

と市町村が連携して農家負担の軽減を図る取組

を活用し、農作業の省力化を図るほ場の大区画

化や高収益作物の生産拡大に必要な暗渠排水な

どの整備、自給飼料の生産性向上を図る草地基

盤の整備、ゲリラ豪雨・干ばつ等の異常気象に

対応して収量・品質の安定化を図る整備、老朽

化する水利施設の長寿命化など農業生産コスト

を低減する生産基盤整備を推進します。 

 
 
 
 
 

〈参考〉農家戸数と 65歳以上比率（農業就業人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：農林水産省「世界農林業センサス」「農林業センサス」

「農業構造動態調査」〕 

 

〈参考〉経営耕地面積規模別農家戸数の推移 
（注：H12以前は総農家、H17年以降は販売農家数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：農林水産省「世界農林業センサス」「農林業センサス」

「農業構造動態調査」〕 
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■優良農地の確保と適切な利用の促進 

・優良農地を確保するため、遊休農地の解消・発

生抑制を図るとともに、農用地区域への編入と

除外の抑制、農地転用の制限などによる計画的

な土地利用を推進します。 
・力強い農業構造を実現するため、「人・農地プラ

ン」の見直しを支援するとともに、農地中間管

理事業などを活用した担い手への農地の集積・

集約化を推進します。 
 

〈参考〉耕地面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：農林水産省「世界農林業センサス」「農林業センサス」 

「耕地面積調査」〕 

 

■豊かな資源と創意工夫を生かした「地域」づくり 

・農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を

図るため、農地や水路など、地域資源の適切な

保全管理に取り組む地域の共同活動を支援しま

す。 

・農業・農村が果たしている役割や多面的な機能

について、広く道民の理解を促進するための取

組を支援します。 

・生活の場としての魅力を一層高め、活力ある農 

村を築いていくため、飲雑用水施設や農業集落

排水施設などの生活環境の整備を支援します。 

 
【水産物の安定供給を担い地域を支える活力ある

水産業・豊かな漁村づくり】 

■適切な資源管理の推進 

・資源管理・漁業経営安定対策の導入による自主

的資源管理の取組を促進します。 

・漁獲可能量制度(ＴＡＣ)による漁獲量の管理、

本道周辺水域の水産資源を持続的に利用する生

産体制づくり、さらに資源水準が悪化している

魚種の漁獲努力量の削減など、適切な資源管理

を進めます。 

 

 

 

 

 
 
 

 

■漁業秩序の維持・確立 

・漁業者による違反に加え、暴力団が関与する密

漁も発生していることから、取締機関及び関係

団体との連携を強化するため「北海道漁業秩序

確立連絡会議」を開催するなど、取締体制の充

実・強化を図ります。 

・洋上においては、直属の漁業取締船４隻を配備

し、海上保安部や水産庁と連携しながら機動的

な指導・取締を実施します。 

 

■栽培漁業の体制づくり 

・サケやホタテガイ、コンブなど、海域の特性に

応じた資源造成のための推進体制づくりを進め

るとともに、豊かな生態系を目指した水産環境

整備を推進します。 

・サケ資源の回復を図るため、民間増殖団体が行

う飼育設備等の整備に対し支援します。 

 

■海域の特性に応じた資源づくり 

・えりも以西太平洋海域におけるマツカワの資源

の増大を図るため、100万尾規模の種苗生産・放

流の取組を支援します。 

・日本海海域の栽培漁業の推進のため、ヒラメ種

苗生産、放流の取組を支援します。 
・日本海南部海域におけるニシンの資源の増大を

図るため、地域が主体となって行う種苗生産・

放流などの取組を支援します。 
・ナマコ資源の増大を図るため、安価で効率的な

海中中間育成手法を開発するとともに、海中中

間育成マニュアルを作成し、技術の普及を行い

ます。 

・サクラマス資源の増大・安定を図るため、幼魚

（スモルト）の集中放流に必要な遡上系親魚の

捕獲採卵体制の整備に対し支援するとともに、

複断面ダムや魚道の設置などによる魚類遡上障

害の解消を図ります。 

 

■安全・安心な水産物の供給 

・新鮮な道産水産物を安定的に供給するため、品

質管理や衛生管理の取組を促進するとともに、

供給基盤の整備を推進します。 

・道産水産物の消費拡大を図るため、新製品開発

による付加価値向上や学校給食での道産水産物

の利用、民間団体との連携による水産業の理解

促進等を通して、「食育」を推進します。 

 

■資源の有効活用に向けた取組 

・イワシやサバなどの資源が増大している魚種を

有効活用するため、漁獲から流通加工に至る現

状や課題を調査し、資源の有効活用に向けた検

討を進めます。 

 

■安定的な水産業経営の育成・強化 

・資源管理・漁業経営安定対策の参加促進に努め、

漁業経営の安定を推進します。 

 

※ＴＡＣ制度 

Total Allowable Catchの略。 

国連海洋法条約の発効（平成８年７月）により制定された

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律に基づき、平成

９年１月からスタートした制度。これまでに行ってきた漁

船の隻数制限などの漁獲努力量規制措置、体長制限などの

資源保護措置に加え、漁獲量そのものを規制することによ

って資源管理を行おうとするもの。 

(千 ha) 
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・コンブ漁業などについては、効率的な生産体制

への移行を進めるため、機械化などによる生産

性の向上や経営の合理化、新規就業者の受入れ

体制の整備などを推進します。 

・漁協経営の健全性を確保するため、資源管理等

の課題を担いうる一定規模以上の漁協を認定漁

協として位置づけるとともに、経営不振漁協に

対しては漁協系統団体と連携し、経営改善計画

の策定を進めるなど、経営改善指導を行います。 

・ロシア２００海里水域さけ・ます流し網漁業の

操業禁止の影響を最小限にとどめるため、代替

漁業への転換や増養殖の推進などの対策に取り

組みます。 

 
■水域の健全な利用についての体制づくり 

・漁業と調和した健全な遊漁活動を目指し、ルー

ルの遵守、マナーの向上に関する普及啓発を行

います。また、漁業と遊漁による適切な水産資

源保護を図るため、秋サケやサクラマスの船釣

りライセンス制等で、地域の状況に応じた自主

ルールの促進や指導を行います。 

 

〈参考〉海面漁業生産の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料:北海道水産林務部「北海道水産現勢」〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考〉漁業生産量・生産額の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〔資料:北海道水産林務部「北海道水産現勢」〕 

 

■漁業の担い手の育成・確保 

・漁業への新規就業を促進するため、受入体制づ

くりや技術習得に対する支援を行うほか、一次

産業が一体となったＰＲ活動や就業・暮らし体

験に取り組みます。 

・漁業研修所において漁業後継者などを養成する

ための研修を行います。 

・道内水産高校生の漁業への就業促進を図るため、

漁業就業体験等を行います。  

ホタテガイ

940億円

32%

サケ

526億円

18%
コンブ

206億円 7%

イカ 150億円 5%

サンマ 130億円 4%

スケトウダラ 112億円

4%

タコ 103億円 3%

ウニ 83億円 3%

ケガニ 79億円 3%

ナマコ 74億円 3%
その他

549億円

19%

平成28年

生産額

2,951億円

ホタテガイ

29.6万トン 32%

スケトウダラ

12.2万トン 13%

サケ

8.2万トン 9%

イワシ

7.4万トン 8%

コンブ

7.1万トン 8%

サンマ

5.3万トン 6%

イカ

2.4万トン 3%

タラ

2.3万トン 2%

タコ

2.2万トン 2%

カレイ類

2.0万トン 2% その他

13.6万トン

15%

平成28年

生産量
92.4万トン
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〈参考〉漁業経営体数・漁業就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊漁業就業者については、平成 20年に調査体系が変更された

ため、過去のものと単純に比較できない。 

〔資料：農林水産省北海道農政事務所「北海道農林水産統計年報」 

農林水産省統計部「漁業センサス」〕 

 

■快適で住み良い漁村の構築 

・自然災害に対して脆弱な地形に立地し、生活環

境整備が立ち後れている漁村に、安心して暮ら

し、漁業に従事できる環境を実現するため、波

浪や風浪に対する漁港の安全性の向上や海岸保

全施設の整備、排水施設などの生活環境整備を

進めます。 

 

■豊かな海の環境づくり 

・水産資源の保護・培養や水質浄化等の公益的機

能を有する藻場・干潟等について、その機能の

維持・回復を図るため、地域の漁業者が中心と

なって取り組む保全活動を支援します。 

・海獣による漁業被害の軽減を図るための対策と

して、トドについては、漁業者ハンターの育成

や小型定置網漁業等への強化網の導入を進めま

す。また、オットセイについては、国と連携し、

被害対策の検討を行います。 

 

■豊かな海と森林づくり活動の促進 

・豊かな海を育むとともに環境の保全を図るため、
漁協女性部が地域住民と連携して取り組む「お
魚殖やす植樹運動」等を促進します。 

 

【林業・木材産業の振興を図り資源の循環利用を

進める森林づくり】 

■適切な森林管理体制の構築 

・森林の有する多面的機能を持続的に発揮させる

ため、市町村との連携による森林計画制度の適

切な運用や資源情報の精度向上の取組を進めま

す。 

・持続的な森林経営の実現に向け、長期的な視点

に立った森林づくりを計画し指導できる森林総

合監理士の育成・確保を図り、市町村森林整備

計画の策定や森林経営計画の認定・実行管理を

担う市町村に対し、技術面から支援します。 

 

 

・環境に配慮した持続可能な森林経営の定着を図

るため、森林認証制度の普及、認証材の利用拡

大に向けた取組を進めます。 

 

■森林の整備の推進及び保全の確保 

・森林の有する多面的機能を持続的に発揮させる

ため、間伐や路網整備、主伐後の再造林、山地

災害を防止するための治山施設の設置などを進

めます。 

・道有林の管理運営に当たっては、森林の公益的

機能の維持推進を図るという基本的な考えの下、

森林資源の循環利用に率先して取り組み、期待

される機能に応じた森林の整備及び保全を推進

します。 

・「未来につなぐ森づくり推進事業」を活用し、公

益的機能に配慮した伐採を促すとともに、伐採

後の植林等に支援します。 

・保安林の指定や適切な管理を進めるとともに、 

災害等により荒廃した森林の復旧や水源地域 

の森林整備を通じて、安全で住み良い国土づく

りや環境の保全を推進します。 

・成長などに優れた「クリーンラーチ」を安定供

給するため、苗木生産者などに対して、さし木

苗の生産や接ぎ木による母樹増殖の技術指導を

行い、種子や苗木の増産を図ります。 

・コンテナ苗の生産施設整備への支援を行うと 

ともに、植栽の作業功程や成長状況の調査・検

証結果を市町村や森林組合に情報提供するなど、

コンテナ苗の普及定着や需要拡大を図ります。 

 

■森林施業の低コスト化の推進 

・路網と林業機械を組み合わせた効率的な作業シ

ステムの導入による低コスト化を図るため、丈

夫で簡易な路網整備を推進するとともに、地域

の条件に応じた路網作設技術の普及・定着を進

めます。 

・国有林と民有林が近接する地域で、連携した路

網整備を進め、森林整備の集約化、低コスト化

を推進します。 

・林業事業体等の経営基盤の強化や経営改善を図

るため、高性能林業機械等の導入に対して支援

し、施業の効率化を図ります。 

・集約化施業の推進に必要な森林経営計画の作成

や森林情報の収集などの諸活動を支援します。 

 

■林業事業体の育成 

・適切な森林整備を行い、労働安全衛生管理に努

める健全な事業体を育成するため、登録林業事

業体を対象として経営改善につながるセミナー

の開催や情報提供を行うなど林業事業体登録制

度の充実・強化を図ります。 

・提案型集約化施業を推進するため、必要な技

術・知識を習得する研修や連携強化を図る取組

を実施し、森林所有者に施業提案を行う森林施

業プランナーの育成・確保の取組を進めます。 

25,817 
24,722 

23,222 
20,880 

18,927 
16,500 

14,780 
12,882 

12,160 
11,800 

50,555 
48,896 

43,688 

38,334 

32,878 
29,890 

33,568 

29,652 28,870 

28,560 
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■林業を担う人材の育成・確保 

・地域の森林整備の担い手を育成・確保するため、

新規就業者の育成やスキルアップ、施業の効率

化、安全に関する研修等を実施し、適正な技

術・技能を有する林業労働者の養成を支援しま

す。また、北海道森林整備担い手センターと連

携し、就業相談から通年雇用化等による定着支

援までの一貫した取組を進めます。 

・森林施業を総合的に行う事業体を育成するため、

新規就業者の参入促進等への支援や森林作業に

関する体系的な研修を実施するほか、森林所有

者に施業提案を行う森林施業プランナー等の人

材育成を推進します。 

・安全で働きやすい職場を形成するため、労働環

境の改善への取組を促進するとともに、労働災

害を防止するため、安全衛生管理体制の強化に

向けた取組を進めます。 

・林業の担い手を確保するため、教育機関や地元

の林業事業体、市町村など地域関係者のネット

ワーク化を目的とした協議会を設置し、就業者

の確保に向けた通年雇用化や就業環境の改善な

どを促進する取組を支援します。 

・一次産業（農林水産業）の担い手となり得る人

材を幅広く確保するため、これまで一次産業の

情報に触れる機会が少なかった高校生や転職希

望者等に対して、農林水分野が一体的に PR を

行うとともに、就業・暮らし体験の機会を提供

し、新規就業者の確保に向けた取組を進めます。 

・就業前に林業・木材産業の専門的な知識と技術

を習得した人材を育成するため、その教育を行

う機関となる「（仮称）北海道立林業大学校」の

設立について、開校に向けた取組を進めます。 

 
〈参考〉雇用形態別林業労働者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：北海道水産林務部「林業労働実態調査」〕 
 
■地域材の利用の促進 

・「北海道地域材利用推進方針」に基づき、道や

市町村が整備する公共建築物の木造化・木質化

を進めるとともに、住宅や民間事業所などの建

築、公共土木工事の土木用資材や農業施設など

への地域材の利用を推進します。 

・新たな建築部材として期待されるＣＬＴの利用

を促進するため、需要創出に向けた取組や生

産・加工体制の整備に向けた取組などを進めま

す。 

・林地未利用材等の有効利用を促進するため、家

畜敷料や暗渠疎水材などの農業用資材のほか、

熱供給や発電施設等における木質バイオマスの

エネルギー利用を推進します。 

・道産木材の販路拡大を図るため、木材需要の増

加が期待される首都圏や成長の著しいアジア諸

国など道外・海外に向け、道産木材の強みを活

かしたプロモーション活動を展開します。 

 

■木造公営住宅の建設などによる地域材の利用促進 

・地域経済の活性化と環境負荷低減に配慮した住

まいづくりのため、地域材を活用した木造公営

住宅の整備を促進します。 

 

〈参考〉木材供給量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：北海道水産林務部「北海道木材需給実績」〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

838 1,104 1,417 1,556 1,834 2,110 

2,433 
2,330 

2,205 2,147 
1,967 

1,768 

514 
547 

564 523 453 394 
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3,785

計

3,981
4,186 4,226 4,254 4,272(人） 

(万㎡） 
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■木材産業の競争力の強化 

・製品の高付加価値化や生産コスト低減による木

材産業の競争力強化のため、集成材等の高次加

工施設や地域材の需要を拡大する木材加工施設

等整備の推進に取り組みます。 

・木材産業の経営安定と強化のため、木材の加工

や経営の高度化等に必要な融資制度の活用を促

進します。 

 

〈参考〉木材関連産業出荷額（平成 27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：経済産業省「工業統計調査」〕 

 

 

 

■森林の多面的機能の発揮のための技術力の向上 

・道総研森林研究本部と連携し、地域レベルでの

研究ニーズの発掘、研究成果の効果的な普及や

実用化を図ります。 

 

■協働による森林づくりの推進 

・木育活動に関するコーディネート等の役割を担

う木育マイスターの育成や、多様な主体との連

携による木育の推進を図ります。 

・青少年の森林を大切にする心を培うため、道民

の森や道有林などを活用した森林観察会や木工

教室、植樹祭の開催や活動フィールドの提供な

どを進めます。 

・森林づくり活動に道民意見を反映させるため、

検討段階からの森林づくりへの道民の参画や、

様々な産業・業種の連携など、幅広い協働の取

組を進めます。 

 
■道民や企業による自発的な森林づくり活動の促進 

・活動の拡大や活動内容の充実を図るため、ニー
ズを踏まえた情報発信や企画提案などの取組を

進めます。 

・企業や団体等の社会貢献意識の高まりを道内民

有林の整備活動として広げていくための取組を

支援します。 

 

■豊かでうるおいのある緑の空間の形成 

・既存樹木の活用などによる緑の空間の形成や河

畔林などの保全を推進します。 
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【高い付加価値を生み出すものづくり産業の振興】 

■幅広いものづくり産業の振興 

・本道ものづくり企業の自動車・食関連機械分野
への参入を促進するため、東北地域・中京圏に
おける発注ニーズの発掘や、専門アドバイザー
による道内企業の対応力強化に向けた取組を展
開するとともに、道内企業が有する技術力をＰ
Ｒする商談会の開催など取引機会の拡大に取り
組みます。 

・本道への自動車産業の集積を促進するため、産
学官の連携の下、企業が行う自動走行に係る実
証試験の円滑化や実証試験場誘致に取り組みま
す。 

・ものづくり産業の幅広い分野への展開に向け、
生産現場の課題を解決するなど、潜在的なニー

ズを掘りおこし、参入していく取組を推進・持
続化するため、道内ものづくり関係業界間の連
携推進に向けた環境づくりとともに、業界間の
連携による新たな製品開発を促進します。 

・道内ものづくり企業の技術力・経営力の向上を
図るため、「道総研」と連携し、生産管理技術や
品質管理技術のレベルアップを目指したセミナ
ー・研修会の開催や個別指導の実施、さらには、
道内ものづくり企業の商品企画や開発手法を実
践形式で演習する講座を開催するとともに、今
後一層の導入が見込まれるデジタルエンジニア
リング技術の活用促進等を通じて、技術の高度
化、新技術・新製品の開発を支援します。 

・ものづくり産業への若年者等の理解促進を図る

ため、ものづくり現場見学会や出前授業の実施

など、次世代自動車をはじめとするものづくり

に関する魅力のアピールに取り組みます。 

 

■北海道産業振興条例による支援 

・（公財）北海道中小企業総合支援センターによる
製品開発や市場開拓、場所や時間にとらわれな
い働き方の導入に対する支援事業を実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

〈参考〉製造品出荷額の業種別構成（平成 28年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：経済産業省「工業統計調査」〕 

 

【地域資源を活かした食関連産業の振興】 

■本道の資源を活用したバイオ産業の振興 

・道独自の食品機能性表示制度（愛称：ヘルシー

Ｄｏ）に係る新たな機能性素材の開発による認

定商品数の拡大、道内外へ向けた情報発信など、

食品の機能性に着目した取組を推進します。 

 

〈参考〉北海道食品機能性表示制度認定マークとロゴ 

〈認定マーク〉 

 

〈ロゴ〉 
 

〈参考〉北海道バイオクラスターの売上高と従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：北海道経済産業局「北海道バイオレポート」〕 

 

  

（２）本道の優位性を活かした力強い地域産業の創造 

4.8

2.9

5.2

2.4

1.0

3.9

3.8

9.0

2.4

0.9

47.3

0.1

1.7

0.7

1.3

3.2

9.4

4.5

0.3

7.4

3.0

0.2

1.6

13.0

3.1

6.7

2.8

14.2

0.2

1.8

0.7

0.5

4.4

35.7

金属製品（基礎素材型）
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鉄鋼（基礎素材型）

窯業・土石（基礎素材型）

ゴム製品（基礎素材型）

プラスチック製品（基礎素材型）

石油・石炭（基礎素材型）

化学（基礎素材型）

パルプ・紙（基礎素材型）

木材・木製品（基礎素材型）

加工組立型

なめし革・同製品・毛皮（生活関連型）

印刷・同関連業（生活関連型）

家具・装備品（生活関連型）

繊維（生活関連型）

飲料・たばこ・飼料（生活関連型）

食料品（生活関連型）

上段：北海道 下段：全国

生活関連型計 
（北海道） 
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（全国） 
１６．４％ 

加工組立型 
（北海道） 
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（全国） 
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基礎素材型計 
（北海道） 
４２．６％ 
（全国） 
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■食クラスターの形成・加速 

・本道の強みである食資源を最大限に活用するた

め、関係機関などとの連携を強化し、新商品の

開発、低未利用資源の利活用の促進など地域の

食産業モデルの形成に取り組みます。 
・本道ならではの食の総合産業化の確立に向け、

食に関わる意欲ある人材に対し、高度なマーケ

ティング力や全国的なネットワークを有する講

師陣による専門的な研修を実施するなど、食ク

ラスター活動を全道各地で効果的に推進します。 
 

■北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特

区の推進 

・「食のバリューチェーン」を構築するため、推

進組織をはじめ、関係市、経済団体等と連携を

図りながら、生産拡大や高付加価値化、国内外

への販売促進などの取組を進め、東アジアにお

ける食産業の研究開発・輸出拠点化を目指しま

す。 

 

■ＨＡＣＣＰによる衛生管理の促進 

・道産食品の衛生的付加価値を高めるため、北海

道ＨＡＣＣＰ自主衛生管理認証制度等の活用に

より、食品等事業者におけるＨＡＣＣＰによる

衛生管理の導入に向けた取組みを促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■研究開発・技術支援の促進 

・地域における食品加工技術の高度化を促進する

ため、オホーツク圏及び十勝圏地域食品加工技

術センターにおいて、地域ニーズに対応した研

究開発や技術支援に取り組むとともに、企業か

らの依頼による試験・分析などを行います。 

 

〈参考〉 食品工業の製造品出荷額の推移 

出荷額の推移 前年比 

H25 21,541億円 4.0％ 

H26 22,098億円   2.6％ 

H27 24,804億円 12.2％ 

付加価値額の推移 前年比 

H25 5,755億円 ▲0.1％ 

H26 5,748億円 ▲0.1％ 

H27 6,682億円 16.2％ 

〔資料：経済産業省「工業統計」〕 

 

■道産品の販路拡大  

・道産食品全体の販路拡大を図るため、包括連携

協定など民間企業との連携基盤を活かし、道産

食品の発掘・磨き上げを行うとともに、訴求力

のある商品の情報発信・育成に取り組みます。 

・北海道新幹線開業効果の拡大に向けて、東北地

方との連携を図りながら、本道の食と観光の訴

求に向けた取組を推進します。 

・「北海道中小企業応援ファンド」により、地域の

団体が連携して取り組む販路拡大を支援します。 

・道内企業のマーケティング活動を支援するため、

道内・道外・海外に設置した道産品アンテナシ

ョップ「北海道どさんこプラザ」を活用して、

テスト販売やマーケティングアドバイザーによ

る相談などを行います。 

・販路拡大を促進するため、物産展の開催や道産

品販売促進キャンペーンの実施、首都圏・関西

圏をターゲットとした商談会の開催などにより

道産品の情報発信に努めます。 

・道産ワインのブランド力向上を図るため栽培・
醸造・マーケティングに係るセミナーを開催す
るとともに、道産ワインの普及ＰＲに努めます。 

・「道産食品独自認証制度（きらりっぷ）」を普及
するため、各種イベントへの出展や認証事業者
等と連携したＰＲなどを実施します。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
【本道の立地優位性を活かした企業誘致の推進】 

■ＩＴ産業の振興及び立地促進 
・道外ＩＴ関連企業のサテライトオフィス等の立
地を促進するため、市町村と緊密に連携し、フ
ォーラムや地域の空き家等の情報発信等を行い、
ＩＴ産業の振興及び企業誘致活動を展開します。 

 
〈参考〉道内ＩＴ産業の売上高と従業員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：北海道ＩＴ推進協会「北海道ＩＴレポート 2016」〕 
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■企業誘致活動の展開 

・裾野が広く、経済波及効果が高い自動車をはじ

めとしたものづくり産業に加え、本道の立地優

位性を活かした食関連産業やデータセンターな

どを重点対象業種とし、企業立地セミナーの開

催などを通じた本道の立地環境のＰＲを行うと

ともに、知事と経済界などによるトップセール

スや、集中的な企業訪問を行います。 
・「北海道産業振興条例」に加え、国の「地域未来

投資促進法」や「地域再生法」などの支援措置

を活用しながら、経済界、市町村、研究機関等

と連携し、地域の特性や資源を活かした誘致活

動を展開します。 

 

■立地企業へのフォローアップ 

・立地企業の安定操業への支援をはじめ、新たな

事業活動の創出や取引企業等の誘致を促進する

ため、市町村や関係機関などと連携しながら、

フォローアップ活動を積極的に実施します。 

 

■産業拠点づくりの推進 

・苫小牧東部地域では、「苫小牧東部開発新計画」

に基づき、関係機関が連携し、開発の核となる

プロジェクトの導入や物流関連産業、新エネル

ギー関連産業、自動車関連産業などの企業誘致

を進めます。 

・石狩湾新港地域では、札幌圏における港湾を核

とした流通・工業団地の開発を進めており、地

域特性等を活かしたエネルギーを中心とするプ

ロジェクトの導入や情報関連産業、食料品関連

産業、エネルギー関連産業などの企業誘致を進

めます。 

 

〈参考〉企業立地件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※企業立地件数は、リーマンショック後、大幅に減少した

ものの、その後、平成 21 年度の 44 件を底に、回復傾向

にある。 

〔資料：北海道経済部調べ〕 
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【 地域の経済・雇用を支える中小・小規模企業の振興】  

■新事業開拓や新技術・新製品開発等の支援 

・「北海道産業振興条例」に基づき、新製品の開発

や市場開拓等を支援します。 

・「中小企業等経営強化法」に基づき、経営革新を

支援します。 

・中小企業等の経営の安定や事業の活性化を支援

するため、中小企業総合振興資金等の融資制度

の充実を図り、資金調達の円滑化を促進します。 
・本庁、総合振興局・振興局に設置されている
「中小企業経営相談室」による各種相談、情報
提供を行います。 

 

■小規模企業の振興 

・北海道小規模企業振興条例に基づき、小規模企

業の振興に向けた取組を、オール北海道で適切

な役割分担のもと一体的に取り組んで行きます。 

・北海道小規模企業振興条例の実効性を確保する

ため、小規模企業振興方策に基づき、経営体質

の強化、事業の承継の円滑化、創業等の促進に

向けた支援を展開します。 

 

■経営改善等の支援 

・（公財）北海道中小企業総合支援センターが行う

総合相談窓口の開設、取引拡大支援事業や専門

家派遣事業等に必要な経費を補助するとともに、

高度化資金の貸付けに係る診断等を通じ、中小

企業者等の競争力向上に向けた経営基盤の強化

を支援します。 

・道内 11 地域に構築した地域中小企業支援ネット

ワークを活用し、金融機関等の関係機関と緊密

な連携を図りながら、中小・小規模企業を支援

します。 

・「中小企業者等に対する受注機会の確保に関する

推進方針」に基づき、中小企業者等向け契約目

標を定め、受注機会の確保・拡大に努めるとと

もに、道内にある国の出先機関等に対し要請を

実施します。 

・小規模企業の安定した経営の持続を支援するた

め、小規模企業に講師を派遣し、ＯＪＴを通じ

た従業員のスキルアップに取り組みます。 

 

■円滑な事業承継の支援 

・小規模企業の事業承継の円滑化を図るため、国

などと連携して経営者の意識の醸成、情報の提

供、支援人材の育成、専門家による相談体制の

整備等に取り組みます。 

・小規模企業の事業活動の継続を図るため、官民

連携の資金供給ファンドに出資し、円滑な事業

承継の成功事例づくりを行います。 

 

 

 

 

 

 

■新産業・新事業の創出 

・研究開発から事業化までの発展段階に応じて支

援するため、（公財）北海道中小企業総合支援セ 

ンターを中心に支援機関が緊密に連携し、新事

業創出支援体制（地域プラットフォーム）を整

備します。 

・起業化の段階に応じて支援するため、本庁、総

合振興局・振興局に設置する「創業サポート相

談室」における各種相談、情報提供など、起業

意欲の喚起から起業後のフォローアップまで総

合的に支援するとともに、「地域起業サポートネ

ットワーク」により、地域全体で企業を志す方

を支援します。 

・地域に潜在している中小企業者やＮＰＯ等の新

たな取組を把握するとともに、具体的案件の事

業化を支援します。 

 

■創業の促進 

・道内における創業を促進するため、優れたビジ

ネスプランを有する起業家を発掘し、クラウド

ファンディング型ふるさと納税を活用して創業

を支援します。 

 
■地域資源の活用や農商工連携の取組に対する支援 

・地域経済の活性化のため、国の中小企業地域資

源活用プログラム等の活用を促進するとともに、

「中小企業応援ファンド」や「農商工連携ファ

ンド」により、地域資源の活用や農林水産業者

と中小企業者との連携による多様な新事業展開

を支援します。 

・地域資源の活用を図るため、本道で初めて伝統

的工芸品産業の振興に関する法律の指定を受け

た伝統的工芸品（二風谷イタ、二風谷アットゥ

シ）について、関係機関等と連携し、ＰＲ・販

売支援を行います。 
 

■地域の経済活動のサポート 

・地域の経済活動をサポートするため、（公財）北
海道中小企業総合支援センターの経験豊富なコ
ーディネーターや登録された専門家が、企業の
抱える様々な課題の解決に向けて総合的なアド
バイスなどを行います。 

 

■資金調達の円滑化 

・中小企業者等の資金調達の円滑化のため、道の
中小企業総合振興資金などによる融資を実施し
ます。 

・企業の新たな資金調達手法であるクラウドファ
ンディングの活用を推進します。 

  

（３）中小・小規模企業の振興や地域商業の活力再生 
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■中小企業等のＩＴ化の促進 

・中小企業等の経営体質の強化や生産性の向上に

向けた取組を進めていくため、ＩＴの利活用や
導入を促進するセミナー・企業への個別研修等
の開催などを実施します。 
 

■ＩＴによる地域産業の活性化 

・道内におけるＩＴ利活用を促進するため、中小
企業等や商工団体など地域支援機関におけるＩ
Ｔの利活用事例等について、広く周知します。 

 

【住民の暮らしを支える地域商業の活性化】 

■地域コミュニティの活性化 

・地域におけるコミュニティ機能を強化するため、
「北海道地域商業活性化方策」に基づき、コミ
ュニティ拠点の整備や大型店と商店街が協働し
たイベントの開催など、地域の様々な関係者の
協働による取組を促進します。 

 
■地域商業の活性化 
・人口減少社会を視野に入れた地域商業の活性化
に向け、商工団体や移住者等が行う空き店舗を
活用したコミュニティビジネス創出の取組を支
援します。 

・地域におけるまちづくりに寄与する観点から、
特定小売事業施設（店舗面積が６千㎡を超える
施設）の地域貢献活動を推進するため、「北海道
地域商業の活性化に関する条例」の適切な運用
を図ります。 

 

【地域の安全・安心に欠かせない建設業の振興】 

■建設産業の支援の推進 

・社会資本の整備や災害時対応など、地域の安

全・安心や経済・雇用を支えている建設産業の
持続的発展に向け、「北海道建設産業支援プラ
ン２０１８」に基づき、経営力の強化や担い手
確保・育成等について支援します。 

 

■相談、支援体制の充実・強化 

・経営力の向上などに取り組む建設業者等を支援
するため、総合的な相談窓口である「建設業サ
ポートセンター」において、中小企業診断士な
どの専門家による指導・助言のほか、各種支援
施策の情報提供などを行います。 

 

■本業強化や新分野進出の支援 

・経営力の強化等を図るため、建設業団体等が実
施する若年労働者などの確保・育成・定着の取

組に対する補助や、新分野進出に関する研究開
発や販路開拓等の取組に対する支援を行います。 

 

■住宅産業の振興 

・道内の地域工務店や建築技術者の更なる生産性
の向上や技術力の向上を図るため、省エネや耐
震等の技術の習得を推進します。 

・道内産建築部資材・製品の販路拡大を支援する
ため、道外市場等への普及に向けた北海道の住
宅技術、建築部資材・製品のＰＲ等を実施しま
す。 

 

〈参考〉建設業の許可業者数の推移 

年度 北海道 全国 

平成 25年度 20,108 470,639 

平成 26年度 20,125 472,921 

平成 27年度 19,743 467,635 

平成 28年度 19,557 465,454 

平成 29年度 19,478 464,889 
〔資料：北海道～建設部建設政策局建設管理課調べ 

全国～国土交通省総合政策局建設業課調べ 

（各年度 3月末現在）〕 

 

〈参考〉建設業就業者数の推移（単位：万人） 

年度 区分 北海道 全 国 

平成 25年 
全産業 255 6,311 

建設業 23(9.0%) 499(7.9%) 

平成 26年 
全産業 254 6,351 

建設業 23(9.1%) 505(8.0%) 

平成 27年 
全産業 255 6,376 

建設業 22(8.6%) 500(7.8%) 

平成 28年 
全産業 256 6,431 

建設業 21(8.2%) 499(7.8%) 

平成 29年 
全産業 258 6,530 

建設業 22(8.5%) 498(7.6%) 
（注）（ ）内の数値は全産業に占める建設業の割合を示す。 

〔資料：総務省統計局「労働力調査」〕 
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【健康長寿・医療関連産業の創造】 

■幅広いものづくり産業の振興 

・新たな分野の産業集積を図るため、「健康・医療」
関連分野への道内ものづくり企業の参入に向け
た技術力のアピールなどの取組とともに、健
康・医療分野における企業誘致に向けた立地環
境のＰＲや集中的な企業訪問を行います。 

 

■サービス産業の基盤・競争力強化 
・健康志向の高まりを背景とした新たなニーズに
対応するため、運動・栄養指導に地域資源を活
かしたサービスを付加したサービスモデルの事
業化に向けた研修等を行います。 

・道内における健康長寿産業への企業の参入を促

進するため、関係団体と連携し現役世代向けヘ

ルスケアサービス等の啓発に取り組むなど、ヘ

ルスケアサービスの振興に向けた基盤構築を図

ります。 

 

【新エネルギーの開発・活用促進や環境・エネル

ギー産業の創造】 

■環境産業の育成・振興 

・それぞれの地域が持つ優位性・特性を活かして
北海道経済が将来にわたり成長を続けていくた
めの方策として、環境産業の育成・振興を図る
ために策定した「北海道環境産業振興戦略」に
基づき、企業間連携による技術・製品開発プロ
ジェクトの円滑かつ着実な事業推進が図られる
よう継続した支援の実施やリサイクル産業の育
成・振興に関する取組の強化を行うとともに、
産学官金のネットワーク組織による道内企業に

対する支援を通じて、環境・エネルギー関連産
業への参入を促進します。 

 

■新エネルギーの導入拡大 

・北海道のポテンシャルを最大限に発揮した新エ
ネルギーの導入拡大を図るため、「北海道省エネ
ルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅱ期】」
に基づき施策を展開します。 

 

■地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消へ
の支援 

・「新エネルギー導入加速化基金」を設置し、エネ
ルギー地産地消の先駆的なモデルとなる取組や
新エネ設備の設計・導入、発電事業者の送電線
の整備などを支援します。 

・エネルギーの地産地消を促進するため、コーデ
ィネーターを配置し、事業の掘り起こしから事
業・収支計画策定まで支援します。 

・地域における新エネルギーの導入加速化を図る
ため、市町村の新エネルギービジョン等に基づ
いた具体的な導入可能性調査を支援します。 

 
 
 
 
 

 
 
■新エネルギーの開発・導入の促進 
・地熱や温泉熱資源の有効活用を図るため、アド 
バイザーの派遣などを通じて地熱等資源の活用
に関する理解を図るとともに、地熱資源の調査
や地熱井の掘削に対して助成を行います。 

・道自らが道有施設への率先した新エネルギーの
導入を行うことで、地場企業等によるコスト面、
環境面での創意工夫と産業間連携を促し、普及
啓発と市場の拡大を図ります。 

・我が国で初めて苫小牧地域で実施されるＣＣＳ
（二酸化炭素回収・貯留）実証実験については、
その意義や安全性について地域住民の理解が得
られるよう、積極的に広報活動を支援します。 

 

■エネルギーの安定供給の確保 

・灯油など家庭用燃料の供給確保と価格の安定、

電力の安定供給の確保、天然ガス導入の促進が
図られるよう、関係機関との連携などによる取
組を推進します。 

 
【本道の活性化に役立つ科学技術の振興】 
■北海道の特性を活かした研究開発等の推進 

・「北海道科学技術振興条例」（H20）の三期目の基
本計画として、平成 30 年３月に策定した「北海
道科学技術振興計画」（H30～34）に基づき、北
海道の科学技術の振興が、本道のみならず、我
が国そして地球規模の課題解決に貢献するとい
う認識を産学官金等の関係者と共有し、それぞ
れの役割分担のもと積極的な取組を展開します。 

・これまで取組を進めてきた「食・健康・医療」
「環境・エネルギー」の分野に、新たに「先進

的ものづくり」分野を加え、さらに、これら３
つに共通する基盤技術である「ＡＩ・ＩｏＴ等
利活用」分野を重点化プロジェクトとして設定
し、重点的に推進します。 

・大学等が所在する地域においては、産学官金が
連携し、地域の資源や研究ポテンシャル等を生
かした研究開発及びその成果の事業化・実用化
を促進します。 

 
■研究・技術開発の拠点づくり 

・「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想」の実現の

ため、北大北キャンパスを中心とした産学官連

携による研究開発から事業化までの一貫した取

組を支援します。 
・産学官の連携による科学技術振興を推進するた
め、（公財）北海道科学技術総合振興センター

と連携して産学官が行う科学技術の基礎的研究
や応用研究を支援するとともに、道内産業の効
率化や生産性向上に向けＡＩ／ＩｏＴなど先端
技術の普及啓発を行い、新たな先端技術を活用
した取組などの創出を図ります。 

・大学の研究ポテンシャルを産業創出に結び付け
ていくため、インキュベーション施設への入居
者に対する支援を行います。 

 

 

（４）新たな成長産業への挑戦や研究開発の推進 
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〈参考〉道内国立大学法人と民間企業等との共同研究実績 

（単位：件） 

〔資料：北海道経済部調べ〕 

 
・航空宇宙分野の研究開発や実験が、道内で一層
行われるように誘致活動等に取り組みます。 

・新しい成長分野である宇宙産業の育成を図るた

め、企業や研究機関、行政等で構成する協議会

を設置し、衛星データ利用分野における新ビジ

ネス創出を促進します。 

 

■産学官のネットワークづくり 
・道内各地でのコーディネート活動を推進するた
め、産学官連携担当者等による情報・ノウハウ
の共有や意見交換を目的に、「全道産学官ネッ
トワーク推進協議会」を運営します。 

・大学等の研究機関、支援機関、金融機関などで
活動しているコーディネータ間の連携を図るた
め、北海道コーディネータ・ネットワーク・フ
ォーラムを開催します。 

・地域の産業支援機関や（公財）北海道科学技術
総合振興センターを中心に、自動車関連や食関
連などの分野への参入促進に向け技術力の向上

や人材の育成の取組などを(地独)北海道立総合
研究機構(道総研)と連携し、積極的に支援しま
す。 

・道内各地域における新規産業の創出、産業技術
の高度化を支援するため、道内各大学や試験研
究機関が有する技術シーズ・特許の紹介、道内
企業へ技術移転が可能な研究事例の紹介や産学
官の連携強化に向けた事業を推進します。 

 
■産業技術の高度化の推進 

・道内各地域に蓄積されてきた技術、人材等を活
用し、道総研や地域の産業支援機関等との連携
などにより、地域における技術の高度化や事業
の創出への取組を促進します。 

・バイオテクノロジー利用産業に関する研究開発

を推進するため、「北海道産業振興条例」に基づ 

き、大学等試験研究機関の協力を得て行う中小
企業者等の共同研究等を支援します。 

・今後急速に利用分野の拡大が見込まれるＩｏＴ
関連製品等について、北海道の寒冷な環境に対
応する新製品・新技術の創出促進のため、道内
の企業の研究開発や技術支援などを実施してい
る道総研工業試験場において、ＩｏＴ関連製品
等の開発に係る試験施設等を整備します。 

 

 

■知的財産の創造、保護及び活用 

・新技術・新産業の創出による産業競争力の強化

を図るため、道と北海道経済産業局が共同設置
する「北海道知的財産戦略本部」における取組
方針を踏まえ、独自の技術や付加価値をもった
商品を創造し、知的財産として戦略的に保護・
活用するための各種施策の展開を、全道の関係
機関が一体となって推進します。 

・知的財産に関する相談機能の充実を図るため、
北海道知的所有権センター（北海道）、（一社）
北海道発明協会、日本弁理士会北海道支部、北
海道知財総合支援窓口それぞれの機能を提供す
る「北海道知的財産情報センター(札幌市)」及
び同センターサテライト(札幌市、函館市、帯広
市、北見市、旭川市、釧路市、苫小牧市、室蘭
市) において相談者の側に立ったワンストップ
サービスを実施します。 

 
■科学技術振興の環境づくり 

・科学技術に親しみ、ふれあう機会を通じて、道
民の科学技術に対する理解を深め、青少年の科
学する心を育むため、企業や研究機関等と協力
して研究成果等をわかりやすく紹介し、気軽に
見学・体験できる催しを開催するとともに、青
少年のための科学体験学習行事への支援などを
行います。 

・優れた発明、研究などを行い、道民生活の向上
と地域産業の発展、振興等に寄与した個人又は
団体を賞するため、北海道科学技術賞を、また、
今後の活躍が期待される若手研究者を対象とし
て、北海道科学技術奨励賞をそれぞれ贈呈しま
す。 

・子どもや学生の宇宙開発や科学技術に対する関

心を高めるため、宇宙をテーマとするイラスト
募集や宇宙飛行士による講習会、ロケット製造
工場見学等の課外授業等を実施します。 

 
■（地独）北海道立総合研究機構（道総研）の運営支援 
・「道総研」が、道内外の様々な大学や研究機関な
どとの連携を図りながら、総合力を発揮し、農
業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地
質及び建築の各分野に関する試験、研究、技術
支援等を行い、道民生活の向上及び道内産業の
振興に寄与するため、円滑な運営を支援します。 

大 学 名 H26 H27 H28 

北 海 道 大 学 523 597  640 

室 蘭 工 業 大 学 70 73 95 

北 見 工 業 大 学 86 93 86 

帯 広 畜 産 大 学 76 87 116 

旭 川 医 科 大 学 62 63 56 

小 樽 商 科 大 学 ５ ４ ４ 

北 海 道 教 育 大 学 ２ ４ １ 

計 824 921 998 
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【アジアなど海外への北海道産食品の輸出拡大】 

■北海道ブランドの世界への発信 

・道産農水産物の｢ブランド化｣を推進するため、

道と生産者団体などで組織する北海道農畜産

物・水産物海外市場開拓推進協議会が、アジア

等を対象として積極的なＰＲ活動等を実施しま

す。 

・道産農畜産物等の輸出先国での市場の拡大等の

ため、重点品目ごとの課題等を踏まえた戦略的

なプロモーション活動等を行うとともに、道内

の輸出に取り組む事業者の裾野拡大を図るため、

セミナーを開催します。 

・本道の主要魚種であるホタテガイやサケをＥＵ

へ輸出するため、必要なモニタリング等を実施

するとともに、加工施設のＥＵ－ＨＡＣＣＰ認

定に向けた取組をサポートします。 

・海外既存市場での信頼回復を図るため、民間団

体と連携して道産水産物の安全性をＰＲします。 

 

■道産品の海外販路の拡大 

・品目別、国・地域別、テーマ別展開方向などを

掲載した「北海道食の輸出拡大戦略」に沿って、

道内の関係者が連携し道産食品の輸出拡大に向

けた取組を進めます。 

 

〈参考〉北海道の輸出額・輸入額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※貿易相手国は、①中国、②アメリカ合衆国、③大韓民国、④

ロシア、⑤アラブ首長国連邦が上位（輸入額と輸出額の合計） 

※輸出品は輸送用機器、鉄鋼、魚介類・同調製品などが中心 

〔資料：函館税関「北海道貿易速報」〕 

 

■道産食品輸出拡大に向けた輸送体制の検討 

・民間企業等と連携し、混載輸送など効率的な輸

送体制の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■道産水産物の輸出拡大に向けた取組 

・近年、輸出が堅調なＥＵ向けのホタテガイにつ 

いて、現地の流通状況や消費者の嗜好等に関す 

る調査、また、安全で高品質な道産水産物のＰ

Ｒを行います。 

 

【海外展開によるビジネス創出と海外からの投資

の促進】 

■海外における北海道のブランド価値向上 

・自然や食、生活文化など本道の魅力あるコンテ

ンツや産業の強みを総合的に活用して、北海道

全体のブランドイメージを高め、海外販路や誘

客の拡大につなげる「クールＨＯＫＫＡＩＤＯ」

を推進します。 
・安全・安心な北海道の農水産物や加工品等を中

国、韓国等において開催する物産展や商談会・

セミナー等の機会を活用して広く紹介します。 

・「道産品輸出用シンボルマーク」を海外で商標登

録し、北海道ブランドを保護します。（香港、台

湾、中国、韓国、シンガポール、ベトナム、タ

イで登録済み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ロシア極東地域との交流の推進 

・道内の関係企業や団体等による「北海道・ロシ

ア地域間協力チーム」と連携し、これまで積み

上げてきたロシア極東地域との交流を一層深化

させるとともに、欧露部との交流も展開してい

きます。 

・「友好・経済協力に関する提携」（H10）を結んだ

サハリン州との関係の一層の強化を図るため、

「友好・経済交流促進プラン」に基づき、各分

野における交流・協力事業の具体化に向けた取

組を行います。 

 
■道内企業のロシアビジネスへの参入促進 

・北海道サハリン事務所や道内金融機関の現地駐

在員事務所（ウラジオストク）に派遣している

道職員を通じた現地情報の収集や道内への情報

提供、フェアの開催等により、道内企業のロシ

アビジネスへの参入を促進します。 

 
 
 
 
 
 

（５）海外の成長力を取り込んだ経済の持続的発展 
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■東アジアをはじめとした世界各地との交流の推進 

・北海道ＡＳＥＡＮ事務所、上海事務所や北東北

三県・北海道ソウル事務所、道内金融機関やＪ

ＥＴＲＯの現地駐在員事務所に派遣している道

職員、北海道北京デスク等を活用して、現地メ

ディアと連動した情報発信やビジネスサポート

体制を強化し、経済交流を推進します。 

 
■現地の社会・経済情勢やニーズに応じた市場参入 

・中国東北三省やＡＳＥＡＮ地域を中心に、安

心・安全な食や環境問題、高齢化など相手地域

の社会的課題解決への協力を通じた市場参入を

促進します。 

 

■北海道国際ビジネスセンターの活用 

・セミナーの開催や貿易・海外展開に関する個別

相談に応ずるほか、東アジア地域に関する情報

収集などにより、道内企業の海外への事業展開

をサポートします。 

 
■海外からの投資の促進 

・本道にとってメリットがある海外からの投資を

促進するため、勉強会・セミナ－等の開催、ワ

ンストップ窓口の設置等を通じて、地域と調和

のとれた投資の受入体制づくりに努めるととも

に、海外投資家へのプロモーションを推進しま

す。 

 
■アイヌ文化の発信強化と合わせた経済交流拡大 

・2020年の民族共生象徴空間の開設に向けたアイ
ヌ文化の発信強化と、道産品など北海道の魅力
発信を連携させ、海外との経済交流の拡大を図

ります。 

 

■日中経済協力会議の道内開催 

・北海道命名150年並びに日中平和友好条約締結 

40周年を機に、日中の行政、経済団体、企業等
が集う国際会合を開催し、中国へ向けた道内企
業の海外展開機運を醸成します。 

 

■ベトナムとの経済人材交流促進 

・平成29年8月の道とベトナム政府の覚書締結を踏
まえ、現地でのセミナーや大学、企業等とのマ
ッチングなど経済人材の交流を促進します。 

 
■産業技術等の協力 
・炭鉱技術を海外産炭国に移転することにより、

産炭国との関係強化を通じた我が国のエネルギ

ーの安定供給に貢献している企業に対し、地元

自治体などと連携を図りつつ、坑内の保安確保

等に要する経費に対して支援します。 

 

■北極海航路の拠点形成に向けた取組 

・道内港湾が日本の拠点となるべく、貨物の集約

による中継港・ハブ港としての拠点化に向けた

取組を推進します。 
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【食や自然環境など豊富な資源を活かした滞在交

流型の観光地づくり】 

■観光戦略の推進 

・（公社）北海道観光振興機構と一体となって、全

道の観光振興の視点から、観光戦略の推進体制

強化と、より効果的な施策展開を図ります。 

・地域の観光を活性化するため、観光事業者や地

域の幅広い関係者が、広域的な取組の推進につ

いて検討・協議を行う会議などを通じ、地域に

おける主体的な取組を促進します。 

・世界的なサイクリング人気や健康志向の高まり

などの観光ニーズの多様化を踏まえ、冷涼な気

候や豊かな景観など本道の優位性を活かしたサ

イクルツーリズムを推進します。 
 

■滞在交流型観光地づくりの加速 

・広域連携ＤＭＯである（公社）北海道観光振興

機構と共同して、観光地経営の視点に立った観

光地域づくりの舵取り役としての役割を果たす

「日本版ＤＭＯ」の道内各地における形成・確

立に向けた取組を支援します。 

・「民族共生象徴空間」の 2020 年４月開設を控え、

道内各地でアイヌ文化を活用した観光客誘致に

取り組む地域のネットワーク化や広域観光周遊

を促進します。 

・広域的な観光ルート開発やプロモーションの展

開、二次交通の整備など、観光地が連携した魅

力ある滞在型観光地づくりに向けた地域の主体

的な取組を支援します。 

・地域の埋もれた素材を生かした「食」「産業」

「歴史・文化」などをテーマとした魅力ある観

光商品造成に向けた地域の取組を支援します。 

・アウトドア活動の振興を図るため、北海道アウ

トドア資格制度の運営や、アウトドアガイド・

事業者のほか地域に根ざした人材の育成など、

アウトドア活動を支える基盤づくりを推進しま

す。 
・全道的なおもてなし機運の醸成を図るための

キャンペーンを実施するほか、人手不足が課

題となっている観光産業に対し、人材確保に向

けた取組を行い、受入体制の整備と観光客の満

足度向上を図ります。 

・ロケ地観光による地域経済活性化等を促進する

ため、道内のロケーション撮影適地に関する情

報を提供するほか、北海道ロケを支援し、本道

の魅力を道外や海外に発信します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考〉本道の観光入込客数と訪日外国人来道者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 29年度上期： 

観光入込客数 3,660万人（前年同期比 2.3%増） 

外国人来道者数 120万 3,700人（前年同期比 21.1%増） 

〔資料:北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書」〕 

 

〈参考〉圏域別観光入込客数（延べ人数）（平成 28 年度） 

圏域 観光入込客数 構成比 前年度比 

道央圏 7,786万人 55.2% －0.1% 

道南圏 1,373万人 9.7% ＋15.0% 

道北圏 2,237万人 15.9% －1.4% 

オホーツク圏 836万人 5.9% －4.1% 

十勝圏 956万人 6.8% －7.7% 

釧路・根室圏 913万人 6.5% －0.6% 

合計 14,099万人 100.0% ＋0.1% 

※平成 29年度上期：9,361万人（前年同期比 3.6%増） 

〔資料:北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書」〕 

 

【国内外への効果的な誘客活動による旅行市場の

拡大】 

■国内外からの誘客の促進 
・北海道新幹線の開業の効果を最大限活用し、道

外からの誘客拡大と道内全域への誘客を促進す

るため、東北圏・北関東圏・中部圏・関西圏等

に向けた宣伝活動や、新幹線や地方空港を組み

合わせた旅行商品化を促進するとともに、道内

各地域への誘客に向けた効果的なＰＲを展開し

ます。 

・来道者の道内周遊の促進や交流人口の拡大を図

るため、本道の魅力や特性を活かした観光列車

の運行に向けた体制の検討等を行います。 

・国内外からの観光客誘致や観光通年化を促進す

るため、地域とともに道内の新たな観光資源の

発掘、磨き上げから商品造成・販売、道外の大

都市圏におけるプロモーションを展開するとと

もに、道内地方空港への新規路線就航に係る経

費に対して支援します。 

 

 

 

 

（６）多彩な地域資源を活かした世界が憧れる観光立国北海道の更なる推進 
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■インバウンドの加速化による「稼ぐ観光」の確立 

・国では、観光立国実現に向けたアクション・プ

ログラムを策定し、これからの観光政策は、今

まで以上に稼ぐことを明確に意識して推進して

いくこととされたところであり、道においても、

外国人観光客の誘客促進に関し、「稼ぐ観光」を

確立していきます。 

・道としては、外国人観光客 500 万人という目標

を掲げ、観光客や観光消費を拡大し、地域経済

の活性化につなげていくとともに、外国人観光

客の拡大を地域のビジネスチャンスとして捉え、

観光で稼ぐという意識を幅広く浸透させること

で、観光事業者のみならず、農林水産業や商工

業など、観光を軸とした地域の多様な関係者の

参画を図り、地域の資源を生かした魅力ある観

光地づくりや、新たなビジネスの創出に向けた

取組を推進します。 

 
■海外プロモーションの推進と受入体制整備 
・来道者数に実績を有する台湾・韓国・シンガポ

ール等からの着実な誘客を図るため、市場ニー

ズに応じた戦略的な宣伝誘致活動やターゲット

を定めたプロモーションを実施します。 

・成長が期待される東南アジアや中国・欧米など

の誘客を促進するため、対象市場の熟度に応じ

たメディア宣伝や、商談会等の開催、現地旅行

会社の招へいなど、多様なプロモーションを実

施します。 

・地域が連携して取り組む外国人観光客向けの観

光メニューの創出や受入体制づくりを支援し、

北海道のブランド力を高める国際観光ルートの

形成を図ります。 

・外国人観光客の受入を円滑に進めるため、通訳

案内士や観光関係従業者向けの各種研修を実施

するほか、Wi-Fi環境の整備については、情報通

信企業との連携協定に基づき、整備促進を図り

ます。 

・船会社や旅行会社へのプロモーションなどクル

ーズ船の誘致活動や、クルーズ船の戦略的な誘

致に向けた方針の策定に向けて、港湾管理者等

と連携して検討を進めます。 

 

■国際会議等の誘致 

・「北海道 MICE 誘致推進協議会」が策定した「北

海道における MICE 戦略」に基づき、北海道らし

い MICE誘致を具体的に展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考〉訪日外国人来道者数（実人数）（平成 28年度） 

 （単位：人） 

国 名 等 来 道 者 数 前 年 度 比 構 成 比 

ア 
 

ジ 
 

ア 

中 国 546,600 △1.4% 23.8% 

韓 国 424,300 ＋41.7% 18.4% 

台 湾 529,600 △3.3% 23.0% 

香 港 170,800 ＋3.5% 7.4% 

シンガポー ル 60,700 ＋21.9% 2.6% 

マ レ ー シ ア 125,800 ＋64.9% 5.5% 

タ イ 168,700 ＋8.7% 7.3% 

ロ シ ア 10,300 ＋1.0% 0.4% 

米 国 65,100 ＋23.5% 2.8% 

カ ナ ダ 20,100 ＋24.8% 0.9% 

オ ー ス ト ラ リ ア 48,200 ＋3.7% 2.1% 

その他（不明含む） 131,000 ＋23.0% 5.7% 

合 計 2,301,200 ＋11.0% 100.0% 

〔資料：北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書」〕 

 

■アドベンチャートラベル層へのプロモーション 

を強化 

・本道を訪れる外国人が一層増加する中、滞在型

観光の先導的役割を担い、世界のインバウンド

市場の 6 割を占めるとされる欧米市場からの誘

客を促進するため、欧米主要 5 ヵ国（アメリカ、

イギリス、フランス、ドイツ、イタリア）を対

象に、本道の魅力を戦略的に発信し、欧米から

の観光客を誘致します。 

・平成 30 年度は、欧米市場で約 28 兆円に及ぶと

される「アドベンチャートラベル」に着目し、

情報発信やプロモーションなどを行います。 

 

 

 

 

 

 

■北海道新幹線の開業効果の波及・拡大に向けた取組 

・北東北各県との交流人口拡大に向けた連携体制

づくりや教育旅行の誘致に向けた取組などを進

めるとともに、来道者の道内周遊促進のため、

交通ネットワークに資する取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

※アドベンチャートラベル 

自然との関連性、異文化体験、身体的活動（アクティビテ

ィ）の要素のうち、２つ以上を伴う旅行スタイル。欧米を

中心とした巨大市場となっている。 
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【雇用の受け皿づくりと産業人材の育成・確保】 

■地域における雇用創出の促進 
・本道における良質で安定的な雇用の創出に向け、

国の戦略産業雇用創造プロジェクトを活用し、

食やものづくり、健康長寿分野の産業振興と一

体的な雇用対策に取り組みます。 

 

■雇用の受け皿づくりによる多様な働き手の就業支援 

・地域の若者を対象に地元産業・企業の理解を促

すフェアや未就職者個別相談会を実施し、若者

の地元企業への就職を支援するとともに、企業

や若手社員向けの研修会を実施することにより

若手社員の職場定着を支援します。 
・本道における女性の就業を促進するため、ジョ

ブカフェ北海道にマザーズ・キャリアカフェを

設置するとともに、再就職を希望する子育て女

性の様々な不安を解消し、就職活動に導く支援

として、セミナーや職場体験の機会を提供しま

す。 

・ジョブサロン北海道との連携を図り、道内６地

域において、中高年の雇用に意欲的な食・もの

づくり企業を開拓するとともに、職場見学や企

業説明会を通じて早期再就職を促進します。 

・70 歳まで働ける雇用環境の整備を支援するとと

もに、道内のシルバー人材センターの活動を支

援します。 
・企業の高齢者再雇用制度の導入や雇用アドバイ

ザーの活用など、高齢者が再挑戦する働く場の

創出や環境整備に取り組みます。 
・障がいのある方々の就業を促進するため、「障害

者就業・生活支援センター」において、就業・

生活面での一体的な支援を実施するほか、北海

道労働政策協定に基づき、北海道労働局と連携

して経済団体に対し、障がい者雇用の促進につ

いて要請を行います。 
・外国人留学生の道内企業への就職を促進するた

め、ジョブカフェ北海道において、就活セミナ

ーやキャリアカウンセリングを行います。 

 

■産業を支える人材の育成 

・道立高等技術専門学院において、ものづくり関

連産業を支える技能系人材の育成・確保を行い

ます。 

・地域のニーズや人手不足分野に対応した人材の

育成を行います。 

・食品産業やものづくり産業などの分野において、

道と道内の産業人材育成に取り組む機関が、そ

れぞれの強みを活かしながら取り組む産業人材

育成施策について集約し、利用者に情報提供を

行います。 

 
■若年者等を対象にした職業訓練 
・全道８カ所の道立高等技術専門学院において、

主に若年者を対象とした２年の職業訓練を実施

します。 
 

 
 
・道立高等技術専門学院においてインターンシッ

プを実施します。 

 

〈参考〉高校・大学卒業者の道内就職者割合の推移 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：文部科学省「学校基本調査」、 
北海道労働局「新規大学等卒業者の内定状況」〕 

 
■障がい者を対象とした職業訓練 

・障がいのある方々の職業を通じた自立を図るた
め、障害者職業能力開発校（砂川市）において
職業訓練を実施するとともに、地域の雇用ニー
ズに対応した障害者委託訓練を各地で実施し、
就職を促進します。 

 
■離転職者を対象とした職業訓練 

・民間教育訓練機関等を活用し、座学を中心とし

た訓練のほか、企業実習を組み合わせた訓練な

ど、機動的な職業訓練を実施します。 

 
■在職労働者を対象とした職業訓練 

・生産技術の進歩等に対処するため、在職者を対

象とした能力開発セミナーを実施します。 

 

【多様な働き手の就業支援と就業環境の整備】 

■社会を支える多様な働き手の就業支援 

・新規学卒者やフリーター、若年無業者等の就職

を促進するため、道が設置するジョブカフェ北

海道（札幌市）において、北海道労働政策協定

に基づき、札幌わかものハローワークと一体と

なって、職業カウンセリングから適職へのマッ

チングまでの総合的な就職支援サービスを提供

します。 
・函館市、旭川市、釧路市、帯広市、北見市に設

置するジョブカフェ北海道の地方拠点において

も、地元のハローワークと一体となった若年者

に対する就職支援を実施します。 
・若者の地域産業への就業促進と道内中小企業の

円滑かつ安定的な人材確保を図るため、道内各

振興局に就業支援に関する相談窓口を設けるほ

か、専門家と連携を図りながら、企業に対する

人材確保・定着に向けた支援を行うとともに、

企業における若年無業者についての理解・受入

促進に向けた取組を実施します。 

（７）良質で安定的な雇用の場づくりと産業人材の育成・確保 
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・再就職を希望する子育て中の女性などの就職

を促進するため、ジョブカフェ北海道に配置

するマザーズ・コンシェルジュや各地方拠点

に配置するカウンセラーが、就業や子育てに

関する専門的なカウンセリングを実施します。 
・離職を余儀なくされた、扶養家族を有する中

高年求職者の早期再就職を促進するため、道

が設置するジョブサロン北海道（札幌市）に

おいて、適職診断や産業理解を促進するため

のカウンセリングを実施します。 
・函館市、旭川市、釧路市、帯広市、北見市に

設置したジョブサロンの地方拠点において、

地元のハローワークと一体となって、地域の

中高年求職者に対し、円滑な求職活動のため

のきめ細かなサービスを提供します。 
・季節労働者の通年雇用化を進める地域の協議

会の様々な取組を支援し、協議会活動の活性

化を図るとともに、資格取得への助成や技能

習得のための職業訓練を民間教育訓練機関等

に委託することなどにより季節労働者の通年

雇用化を促進します。 

・建設業などの季節的業務を実施する事業主へ

通年雇用化の意欲喚起を図るとともに、季節

労働者の雇用環境の整備、改善に努めます。 

 
■雇用のセーフティネットの確保・緊急事態へ

の迅速な対応 
・倒産やリストラなどにより地域において大量

の離職者が発生した場合、合同説明会や総合

相談会の開催などにより、離職者の早期再就

職及び生活の安定を図ります。 

 

〈参考〉有効求職者数・有効求人数・有効求人倍率（常用・北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：北海道労働局「レイバーレター」〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資料：総務省「労働力調査」〕 

 

■中長期的労働力不足への対応 

・労働力人口の減少が見込まれる中、若年無業者

や再就職を希望する子育て中の女性など、多様

な人材の活躍を推進するため、雇用促進サポー

ターを配置するとともに、ジョブカフェ北海道

にマザーズ・コンシェルジュを配置し、若年無

業者等の就業開拓やカウンセリングの実施によ

り就職を支援します。 
・企業における円滑な人材確保や職場定着を図る

ため、道内各振興局に就業支援に関する相談窓

口を設置するとともに、「ほっかいどう働き方改

革支援センター」と連携し、就業環境の整備な

どに向けた支援を実施します。 
・高齢者の多様なニーズに応じた就業機会の提

供や仕事と家庭の両立に向けた取組などを通

じて、働き手の意欲を喚起しながら、ライフ

ステージの各段階に応じた就業機会の拡大等

に努めます。 

 

■ワーク・ライフ・バランスの推進 

・仕事と家庭の両立を支援するため、長時間労

働の抑制や年次有給休暇の取得などについて

普及啓発や支援制度の活用促進を図ります。 

・育児・介護休業制度の普及に努めるとともに、

地域や家庭の実情を踏まえた子育てや介護の

支援事業などにより、社会全体で育児や介護

を支援する環境を整備します。 

 

■働き方改革支援センターの運営 

・働き方改革の総合的な窓口である「ほっかい

どう働き方改革支援センター」を設置し、企

業からの相談への対応や働き方改革アドバイ

ザーの派遣のほか、人手不足が深刻な業界団

体と連携して就業環境改善のためのモデルと

なる改革プランの作成・普及に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 

〈参考〉完全失業者数・完全失業率の推移 
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■非正規労働者の正社員化・処遇改善の推進 

・非正規労働者の正社員化や均衡のとれた処遇

を促進するため、実態の調査や処遇改善方策

の普及・啓発などに努めます。 

・国の「同一労働同一賃金ガイドライン案」や

労働契約法、労働者派遣法、パ－トタイム労

働法等の労働関係法令や各種支援制度の普

及・啓発に努めます。 

 
■中小企業等の就業環境改善の促進 
・中小企業等の就業環境改善を促進するため、

働き方改革に取り組む企業の認定や地域企業

へのハンズオン支援（事業段階に応じた伴走

型支援）、優良事例の普及に取り組みます。 

 
■職業病・労働災害の防止対策の推進 
・職業病・労働災害の防止対策を推進するため、

労働災害防止会議の開催や産業医への研修な

どを行います。 

 
■労使関係の安定 
・中小企業労働相談所や労働相談ホットライン

の相談機能、労働委員会によるあっせん制度

を通じて、労使関係の安定を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


